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研究成果の概要（和文）： 本研究ではクラウド時代のマーケティングパラダイムのシフトを、プラットフォームの進
化、マーケティングとコストマネジメントの融合による知覚価値の変革､ビッグデータの分析､サプライチェーン・プラ
ットフォームのサブテーマから分析した。クラウド時代のインフラによってウェブ2.0が展開され､モバイルの普及､ビ
ッグデータの収集・分析可能になった。伝統的にマーケティングの焦点は消費者のニーズが何であるかに焦点を当て､
消費者に関するデータを収集することから始まった。クラウド時代に入るとソフトウェアの進化､モバイル普及によっ
て企業と消費者の1対１のマーケティングが行われるようなった。

研究成果の概要（英文）： We analyzed the shift of the marketing paradigm of the cloud age from the 
evolution of platform, the analysis of big data, the supply chain platform, and the change of the 
perception value by the fusion of cost management in this study. By Web 2.0, the evolution in mobile 
technologies and infrastructures of the cloud computing, social media firms can collect big data without 
transaction costs, and sell them to third parties. The marketing focused traditionally what the needs of 
consumers, but in the cloud age firms can know consumers' needs, and target consumers. With firms knowing 
far more about consumers than those consumers know about their options in the market, rising information 
asymmetry in markets like search advertising is translating into rising overall economic inequality in 
the economy as well.

　

研究分野： マーケティング
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１．研究開始当初の背景 

(1)高度情報社会、高度サービス社会では、
従来の製造業中心のマーケティングとは異
なるマーケティングが行われている。まず、
産業構造が製造企業のような大企業を中核
とする階層システムから、多数の企業、組
織、個人が参加するビジネス･エコシステム
へと変化している。 
 
(2)経営学の分野では、従来は個々の企業が
分析単位であったが、高度サービス時代で
はエコシステムにおけるプラットフォーム
企業とその参加者が分析単位となっている。
エコシステムでは多数の参加者が活動して
いるので、その活動を調整するプラットフ
ォーム企業が登場する。 
 
(3)エコシステムは複数のプラットフォー
ム企業とそれと補完関係をもつ参加企業や
個人からなる。プラットフォームは情報を
仲介している。ネットワーク、ICT は大き
く変化し、スマートフォン、タブレット端
末によってどこでもいつでもクラウドコン
ピューティングを活用して、情報の伝達が
起こる。 

 

２．研究の目的 

IT 革命は、大量生産・販売の特質をもつ
産業資本主義社会から高度サービス社会
（ポスト高度産業社会）へと大きな構造変
化をもたらした。すなわち、まず、IT革命
はデジタル化、インターネット、モジュー
ル化が進展した。多様な顧客を仲介する情
報仲介企業が伝統的な流通チャネルに大き
な影響を及ぼしている。さらに、情報と製
品の取引が分離可能になり、アマゾンやグ
ーグルのようなプラットフォーム企業が情
報を提供して、製品は売手と買手間で直接
取引されるようになった。これからは参加
型イノベーション、すなわち経営者と消費
者が一体となって新しい製品を作っていく
「プロシューム」が主流になっていくとも
いわれる。このような状況を鑑み、本研究
は、産業資本主義社会に生成したマーケテ
ィングのパラダイムが、クラウド時代に入
って、さらにどのようにシフトするかを理
論的、実証的に明らかにしている。 

 
３．研究の方法 

(1)本研究は産業資本主義に生成したマーケ

ティングのパラダイムが、クラウド時代には

いって、どのようにシフトするかを理論的、

データ解析、企業へのインタビュー調査、企

業の実態調査、事例研究による実証的に明ら

かにした。次世代マーケティングモデル、パ

ラダイムシフトの仮説体系化を行うにあたり、

とくにクラウドコンピューティングとの関係

において、プラットフォームの進化、コスト

マネジメントの融合による知覚価値に関する

パラダイムシフト､コラボレーションのパラ

ダイムシフト（ゲーム論的分析）、サプライチ

ェーンのパラダイムシフト、ビッグデータに

よるパラダイムシフトのサブテーマを設定し

た。それぞれのサブテーマで、企業のマーケ

ティングにどのような影響を及ぼすかについ

て、企業間取引についてどのような影響を及

ぼすかについて、顧客行動にどのような影響

を及ぼすかについて理論分析と事例研究によ

る実証分析を行った。 

 

(2)本研究の研究者はその成果をまとめるに

あたり、2015年 8月 5日研究会を開き、それ

ぞれ発表し、議論を通じて調整した。それに

基づき本研究の成果は中田善啓，西村順二編

『先を読むマーケティング』（同文舘、2016

年 3 月）にまとめられている。 

 
４．研究成果 
(1)クラウド時代に入ると多数がスマートフ
ォンや PCを持つようになった。その結果取引
がコンピュータを媒介にして行われるので、
すべての取引データをプラットフォーム企業
が取引コストをかけずに入手できるようなっ
た。クラウド時代ではビッグデータに対応し
てプラットフォームが進化する。それによっ
て取引コスト、とりわけ知覚コストが低減す
る。情報の生産と流通の限界コストがゼロな
いしはきわめて低い。さらに，売手と買手の
探索コストがゼロ，ないしはきわめて低い。
さらにプラットフォーム企業はユーザのウェ
ブ行動の観察コストが低下する。 

 

(2)プラットフォームは情報のマッチングを

行うので、オープンアーキテクチャをとる。

そのため、イノベーションが加速すると同時

に、多数のベンチャが新規事業を開拓し、短

期間で大企業に成長した。参加者が情報やサ

ービスをシェアリングする経済性を生み出し

た。その結果、マーケティングパラダイムが

大きく変わった。 

 

(3)ウェブ 2.0 以前のマーケティングは消費

者のニーズを把握するためにマーケットリサ

ーチを行い、マーケットセグメンテーション

を行った。そのデータを収集範囲は限定され、

コストがかかった。さらに、セグメントの情

報は不完全で、オフラインかつ事後的であっ

た。たとえば、広告はセグメント化されてい

るが、消費者が選択する。ところが、ウェブ

2.0 ではたとえばグーグルは検索エンジン、

ユーチューブなどに利用するユーザのデータ

をフリーで入手し、データマイニングを行い、

それを広告主に販売している。これらの履歴

は蓄積されオンラインであるので、ユーザの

行動をかなり正確に知ることができる。現代

の社会はウェブプラットフォーム企業による



サーベイランス（surveillance）ともいうべ

き状況となっている。広告主企業はターゲテ

ィング広告を行っているとはいえ、不確実性

があるが、ソーシャルメディア企業は広告主

に広告を販売しているので、確実な利益がえ

られる。 

 

(4)プラットフォーム企業はその技術によっ

て消費者と企業との相互作用についての情報

を獲得し保有することができる。インターネ

ットを通じて検索や購買を通じて消費者の行

動は記録される。ビッグデータが個人情報と

してプラットフォーム企業に保有される。こ

れらのデータは従来から測定可能であった構

造的変数でだけでなく、感情、画像、文字、

つぶやきなどの非構造的変数からなる。ウェ

ブサイトが収集する情報は、消費者が以前に

何度ウェブサイトを訪れたか、そのウェブサ

イトに訪れる前にどこのウェブサイトを訪れ

たか、どのページをどれくらい見たか、どの

アイテムをどこで購入したか、どのコンピュ

ータないしはブラウザを使っているかなどウ

ェブ活動に関するものである。さらにまた、

企業はサードパーティから購入されるパブリ

ックまたはプライベートな情報でデータを組

み合わせることができる。プラットフォーム

企業はアルゴリズムを使ってビッグデータを

変換し、消費者の行動パターンを知ることが

できる。 

 

(5)プラットフォーム企業は消費者との相互

作用のインターフェイスをデザインすること

ができる。これは契約だけでなく、相互作用

を生み出す物理的、バーチャルなインターフ

ェイスを含んでいる。その結果、企業は消費

者が市場に参入するまで待つのではなく、い

つ消費者にアプローチするかを選択すること

ができる。消費者は企業がデザインしたイン

ターフェイスを通じて購買することによって、

プラットフォーム企業は消費者の個人情報を

ビッグデータとして入手して、データマイニ

ングを行うことができるようになった。 

 

(6)ビッグデータは大規模なデータセットで

はあるが、サイズだけでなく、他のデータと

関連づけられ、ネットワーク化されている。 

ビッグデータの価値は個人について、他人と

関連での個人、グループ、情報構造それ自体

についてデータ間で連結して得られるパター

ンにある。ビッグデータはデータの拡大とそ

の操作に 3 つの特色がある。第 1 はソーシャ

ルメディア企業がビッグデータのマイニング

能力は計算処理上パワーとアルゴリズムの正

確さを最大にする技術を備えている。第 2 は

ソーシャルメディア企業がビッグデータを処

理し、比較する分析ツールを持っていること

である。第 3 はそれらの企業がビッグデータ

によって個人に特定的な行動パターンを抽出

できることである。これによってターゲティ

ング広告を行うことができる。ターゲティン

グ広告は消費者が関心もつ情報を提供するの

で、その探索コストが減少するために企業の

利益が改善する。しかし、消費者利益が増大

するとは限らない。データの個人化によって

企業は価格差別を行うことができるが、ター

ゲティング広告を行わない場合よりも品質が

劣った製品を提供するかもしれない。さらに、

消費者が気づかない追跡技術が開発される。 

 

(7)企業が個人情報を入手しマイニングによ

って顧客毎の留保価格を知ることができるの

で、価格差別が実行可能になった。企業は消

費者の購買行動を追跡して、選好を推論して、

留保価格を知ることができる。企業は価格差

別を可能にする追跡技術を使って、同じ製品

に対して異なった価格を導入できる。企業が

クッキーを使って個人化サービスを顧客毎に

利用すれば、その利益が大きくなる。従来か

らマーケットセグメンテーションはオフライ

ンでセグメントの顧客層をターゲットとして

きた。オンラインターゲティングはこのよう

なターゲティングとは異なり、企業はウェブ

ユーザのすべてのウェブ行動を追跡して、こ

れに基づいて個人化されたオンライン広告を

提供している。企業は消費者のオンラインだ

けでなく、オフラインの行動を連結し、両方

のデータセットを組み合わせるプロフィール

を構築し、マイニングを行っている。これは

1 対 1 のマーケティングである。モールのよ

うにオフライン企業の中には、モール内でス

マートフォンのシグナルを利用してオンライ

ンユーザを追跡している。消費者は従来の TV

やラジオのようなメディアとは異なる環境に

ある。 

 

(8)ソーシャルメディアは売手と買手の取引

コスト（探索コスト）を大幅に削減する。ま

ず、売手はユーザの個人データを所有し、内

部で分析しているので、取引コストを削減で

きる。一方、買手の取引コストの削減はロン

グテール現象を生み出し、多様化を促進する。

これがおきる要因の第 1 はプラットフォーム

の発展である。プラットフォームは売手と買

手の情報を仲介し、両者の直接取引を促進す

る。小売企業が売手からニッチ製品を購入し

て、品揃えすることはきわめてまれである。

プラットフォームは売手と買手が直接取引を

行うので、ニッチ製品のリスクを負担しない。

第 2 はグーグル、フェイスブック、アマゾン

のようなプラットフォーム企業が消費者の個

人データを利用して検索エンジンを精緻化し

て、個人化された情報を提供することができ



る。さらに消費者はインターネットの検索エ

ンジンによってその望ましい製品属性、価格、

特徴またはロケーションを特定化できるので、

特定的ニーズに適合するニッチ製品のシェア

が増大する。同様にグーグル、 eBay のよう

なオークションプラットフォーム、価格コム

のような比較ショッピングプラットフォーム

などを消費者が利用すれば、無名の製品を見

つけることができる。消費者はこれらの検索

エンジンによって自分のニーズを明確にして、

それに適合する製品やサービスにマッチでき

るようになる。 

 

(9)ソーシャルメディアによる個人情報の販

売は、売手と買手の取引コストの節約という

便益を超えるようなプライバシー問題を引き

起こす。ソーシャルメディアとユーザ間には

情報の非対称性が存在する。ユーザはその個

人情報をどのように利用しているか、それに

よって個人はどのような結果になるかについ

て情報の非対称性がある。ネットワーク化さ

れ、デジタル化された社会では個人がその情

報をコントロールできなくなっている。しか

も、個人情報の交換プロセスは不可視である。

プラットフォームは個人データをサードパー

ティへ販売しているが、大多数のユーザがそ

のデータを利用されていること、どのように

利用されているか、その結果がどうなるか、

その価値がどれくらいかの情報を持っていな

いことである。このように、プラットフォー

ム企業、サードパーティと消費者の間に情報

の非対称性が存在する。それだけでなく、ビ

ッグデータにアクセスできる企業、そうでな

い企業との間にも情報の非対称性が存在する。

その結果、経済的格差が拡大する。デジタル

製品は公共財的性格を持つので、参加者がア

クセスする機会を奪ってはならない。さらに

はデータをどのように利用するかについての

情報を開示する必要がある。 

 

(10)人間は社会的動物であるので、情報の

共有は人間の連結の重要な特色である。個

人情報の公開は友情や愛情が示すように個

人間の関係の望ましい進化の特色である。

人々がプライバシーの基本的なレベルで社

会的相互作用を始めるとき、人間関係のネ

ットワークの進化がおきる。逆説的には，

プライバシーの公開は親しさの重要な基盤

である。プライバシーの自主的公開は主観

的，客観的ベネフィット（精神的，肉体的

な健全さ）を与える。相互作用、社会化、

公開と認知、名声の願望は基本的な人間の

動機である。ソーシャルメディアを通じて

公開が社会的資本となるかどうかが課題と

なる。そのためにはソーシャルメディアの

規制を考えなければならない。 
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